
 1

平成２３年度業務実績に対する政独委二次評価における指摘事項に関する実績等  

指摘事項等 実績 

１ 

（保有資産の見直し） 

今後の評価に当たっては、保有資産の保有の妥当

性等についてより一層厳格な評価を行う必要があ

る。 

 

平成２４年度における保有資産の有効活用に関する取り組みは以下のとおり。 

 

・市場化テストの検討 

「独立行政法人の制度及び組織の見直しの基本方針」（平成２４年１月２０日閣議決定）を踏ま

え、「国民生活センターの国への移行を踏まえた消費者行政の体制の在り方に関する検討会」にお

いて組織の在り方について検討され、その結果、消費者庁の「特別の機関」として平成２５年度予

算・機構定員要求（平成２６年１月移行を想定）を行ったところである。その後、平成２４年１２

月消費者担当大臣の判断により、また、平成２５年１月２４日に閣議決定された「平成２５年度予

算編成の基本方針」における「平成２５年度予算は、現行の制度・組織等を前提に編成する」等と

の方針を踏まえ、平成２５年度は独立行政法人のままとし、当センターの今後の在り方については、

国への移行を含めてあらゆる選択肢を排除せず引き続き検討することとなり、現在、「消費者行政

の体制整備のための意見交換会」が開催されている。このため、これらの検討状況等を踏まえ、平

成２６年度以降の市場化テストの実施については、市場化テストの対象範囲、実施予定時期、契約

期間等を内容とする計画を、平成２５年度中に検討することとした。 
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・相模原事務所の研修施設の廃止 

「基本方針」（平成２２年１２月７日閣議決定）の「組織の見直し」において、「必要な機能を消

費者庁に一元化して法人を廃止することを含め、法人のあり方を検討する。」とされたことから、

廃止の具体化について当該結論を踏まえ検討することとした。 

さらに、「独立行政法人の制度及び組織の見直しの基本方針」（平成２４年１月２０日閣議決定）

における、「消費者行政全体の機能を効率化・強化し、国民の安全・安心を確実に担保するため、

必要な定員・予算を確保した上で、平成２５年度を目途に本法人の機能を国に移管する。」との決

定を踏まえ、「国民生活センターの国への移行を踏まえた消費者行政の体制の在り方に関する検討

会」において、国民生活センターの機能を担う国における組織の具体的な在り方について検討され、

その結果、消費者庁の「特別の機関」として平成２５年度予算・機構定員要求（平成２６年１月移

行を想定）を行ったところである。 

その後、平成２４年１２月消費者担当大臣の判断により、また、平成２５年１月２４日に閣議決

定された「平成２５年度予算編成の基本方針」における「平成２５年度予算は、現行の制度・組織

等を前提に編成する」等との方針を踏まえ、平成２５年度は独立行政法人のままとし、当センター

の今後の在り方については国への移行を含めてあらゆる選択肢を排除せず引き続き検討すること
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となり、現在、「消費者行政の体制整備のための意見交換会」が開催されている。このため、これ

らの検討状況等を踏まえつつ、研修施設の活用方法等を含め相模原事務所の在り方について検討す

ることとした。 
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・東京事務所の在り方の検討 

「基本方針」（平成２２年１２月７日閣議決定）の「組織の見直し」において、「必要な機能を消

費者庁に一元化して法人を廃止することを含め、法人のあり方を検討する。」とされたことから、

廃止の具体化について当該結論を踏まえ検討することとした。 

さらに、「独立行政法人の制度及び組織の見直しの基本方針」（平成２４年１月２０日閣議決定）

における、「消費者行政全体の機能を効率化・強化し、国民の安全・安心を確実に担保するため、

必要な定員・予算を確保した上で、平成２５年度を目途に本法人の機能を国に移管する。」との決

定を踏まえ、「国民生活センターの国への移行を踏まえた消費者行政の体制の在り方に関する検討

会」において、国民生活センターの機能を担う国における組織の具体的な在り方について検討され、

その結果、消費者庁の「特別の機関」として平成２５年度予算・機構定員要求（平成２６年１月移

行を想定）を行ったところである。 

その後、平成２４年１２月消費者担当大臣の判断により、また、平成２５年１月２４日に閣議決

定された「平成２５年度予算編成の基本方針」における「平成２５年度予算は、現行の制度・組織

等を前提に編成する」等との方針を踏まえ、平成２５年度は独立行政法人のままとし、当センター

の今後の在り方については国への移行を含めてあらゆる選択肢を排除せず引き続き検討すること

となり、現在、「消費者行政の体制整備のための意見交換会」が開催されている。このため、これ

らの検討状況等を踏まえつつ、東京事務所の在り方について検討することとした。 

 なお、東京事務所で実施する業務を精査しつつ、移転に向けた取組を進め、遅くとも東京事務所

が合築されている建物に所在するセンター以外の者の移転時期と同年度内に移転し、国庫納付する

こととしている。 
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